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を不安定に」（『エコノミスト』5 月 27 日）
において、今日の世界的な低成長は、先進
国の資本が周辺への拡張を続けてきた構図
が行き詰まりを見せた結果であり、利潤機
会の縮小が世界的低金利となって現れてい
るという議論を展開している。もはや、20
世紀型の資本主義のような、資源多消費・
大量生産・廃棄を前提として繰り返し利潤
のフロンティアを求める成長戦略は通用し
なくなりつつある。これからの国際社会は、
限られたフロンティアを深耕していくこと
を、従来以上に真摯に追求するとともに、
成長率の鈍化の中で、いかにそれを継続し
ていくかに意を割かなければならない。 
 日本の企業・国民は、政策担当者が想定
する以上に、中長期的な「将来への直感」
に基づいて、鋭敏に現在の政策運営に反応
し、組織防衛・生活防衛的な対応を余儀な
くされていると思われる。そのことが、カ
ンフル剤として実施されてきている様々な
経済対策の効果が、期待通りに現れてこな
いことの要因になっているのではないだろ
うか。むしろ持続的な経済成長の実現に求
められているのは、短期的な景気刺激策で
はなく、中長期的な安心感の醸成に寄与す
る政策運営と、その適切な伝達である。長
期的な財政再建の見通しを明確に示し、必
要な増税措置や社会保障制度改革に理解を
求め、果敢に実施すること。そして中長期
的な視点から、国民生活の質的な改善と、
それを通じた経済成長に資するイノベーシ
ョンの促進に向けた環境整備・制度設計が
求められているのではないだろうか。 
 少子高齢化問題への対応、エネルギー政
策の転換、一方向的な生産・消費型社会か
らの脱却と、そのための社会システムの構
築等は、日本のみが直面する問題ではなく、
先進諸国に共通する課題である。諸問題へ
の果敢な挑戦を通じて、世界の先頭走者と
しての新たな社会システムを構築し、産業
を輩出していくための制度設計が、今後の
成長戦略として求められる。 
